
助成金交付における経営努力要件適合性の認定に関する運用指針（案） 

 

第一条 目的 

  本運用指針は、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法第１３条第１項の協

定（以下、「協定」という。）第１３条第１項又は第１４条第１項に基づく、東日本高速

道路株式会社、首都高速道路株式会社、中日本高速道路株式会社、西日本高速道路株式

会社、阪神高速道路株式会社又は本州四国連絡高速道路株式会社（以下「高速道路会社」

と総称する。）からの助成金交付申請に関し、協定第１３条第４項第２号又は第１４条第

４項第２号の要件の適合性（以下「経営努力要件適合性」という。）の認定基準等を定め

ることにより、助成金交付の公平性、透明性及び客観性を確保することを目的とする。 

 

第二条 経営努力要件適合性の認定基準 

  機構は、助成金交付申請をした高速道路会社の主体的かつ積極的な努力による次の各

号に掲げる費用の縮減（適正な品質や管理水準を確保したものに限る。） について、経

営努力要件適合性の認定を行うものとする。 

① 次に掲げるいずれかにより、道路の計画、設計又は施工方法を変更したことによる  

費用の縮減。 

イ 地権者、関係機関などへの提案及び協議 

ロ 申請の対象である現場特有の状況に対応するための創意工夫 

ハ 国内の道路事業において実績のない新たな技術の採用 

二 国内の道路事業において実績のある技術を改良した技術（改良前の技術が最初に

採用された工事のしゅん功日から５年を経過した日以前に発注した工事に係るもの

に限る。）の採用 

② 資材又は機材の調達を工夫したことによる費用の縮減。 

③ 供用までの期間を短縮したことによる費用の縮減。 

２ 前項第１号ハについては、同号ハに基づき同項の認定を受けた高速道路会社が、当該

技術が最初に採用された工事のしゅん功日から５年を経過した日以前に発注した工事に

係るものについても、前項の認定を行うことができるものとする。 

３ 第１項第１号二については、同号二に基づき同項の認定を受けた高速道路会社が、当

該改良前の技術が最初に採用された工事のしゅん功日から５年を経過した日以前に発注

した工事に係るものについても、第１項の認定を行うことができるものとする。 

 

第三条 経営努力要件適合性の認定手続き 

  機構は、前条の認定を行うにあたっては、あらかじめ「高速道路の新設等に要する費

用の縮減に係る助成に関する委員会」の意見を聴取するものとする。 

 

第四条 認定基準の改定 

  機構は、必要に応じ、「高速道路の新設等に要する費用の縮減に係る助成に関する委員

会」の意見を聴いた上で、第二条の認定基準を改定するものとする。 


